
 

 

 

令和 6年度 

土壌汚染調査技術管理者試験 

試験問題（13 時 30 分〜15 時 30 分） 

次の【注意事項】をよく読んでから、始めてください。 

【注意事項】 

1．受験上の注意 

・問題は、1ページから 44 ページまでの 45問です。 

・問題用紙は試験監督者の合図があってから開いてください。 

・乱丁や著しい汚れがある場合は取り替えますので、直ちに試験監督者に申し出てくださ

い。 

・問題内容についての質問には一切答えられませんので、ご承知おきください。 

・解答用紙（マークシート）に、受験番号と氏名が書いてある受験者シールのバーコード

ラベルを貼付けてください。 

・途中退席は試験開始 60分後から終了 10 分前までは可能です。退席する場合は手を上げ

て試験監督者の指示に従ってください。 

2．解答 

・解答は、解答用紙（マークシート）の「記入上の注意」に従って記入してください。 

・正解は、各解答とも一つだけです。 

・二つ以上の解答をしたもの及び判読が困難なものは、正解としません。 

3．その他 

・本問題において、特に断りがない限り、「土壌汚染対策法」は「法」と記載しています。 

 例） 土壌汚染対策法第３条 → 法第３条 

・本問題は、令和６年９月１日現在施行されている規定等に基づいて出題されています。
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問題 1 法の調査に関する次のＡ～Ｅの記述のうち、必ず指定調査機関が行わなければならないもの

の組み合わせとして、もっとも適当なものはどれか。 

 

Ａ 土壌汚染状況調査の全部又は一部の過程を省略して要措置区域に指定された土地において、

省略した調査の過程を改めて実施する調査 

Ｂ 要措置区域の解除を目的とした汚染除去等計画を作成するための調査 

Ｃ 原位置封じ込め措置において、第二溶出量基準不適合土壌を第二溶出量基準に適合させた

ことを確認する調査 

Ｄ 要措置区域において、当該要措置区域外から搬入された土壌を用いる場合に行う当該土壌

の品質管理のための調査 

Ｅ 要措置区域外へ搬出する当該土壌について、法の規制対象から外し、汚染土壌の搬出時の

届出や汚染土壌処理業者への処理委託を不要とするための調査 

 

⑴ Ａ、Ｂ 

⑵ Ａ、Ｅ 

⑶ Ｂ、Ｄ 

⑷ Ｃ、Ｄ 

⑸ Ｃ、Ｅ 
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問題 2 法の要措置区域において原位置封じ込めを行うため詳細調査を行った結果、下の図のように

砒
ひ

素及びその化合物の第二溶出量基準に適合しない土壌が確認された。このため、第二溶出量

基準に不適合な範囲を対象に原位置にて不溶化処理を行い、第二溶出量基準に適合させる。不

溶化処理後に第二溶出量基準に適合することを確認する調査において、最低限採取が必要な位

置（深さ）を示す⑴～⑸の図のうち、もっとも適当なものはどれか。

なお、詳細調査において、深さ１ｍでの試料採取等を行っていない。

図 詳細調査結果
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問題 3 法の土壌ガス調査によってトリクロロエチレンが検出されたため、検出範囲の代表地点にお

いてボーリング調査を実施した結果、次の６つの単位区画が要措置区域に指定された。下の図

の単位区画Ａのみが措置対象範囲となるためには、少なくともいくつの単位区画で詳細調査を

実施する必要があるか。

⑴ １

⑵ ２

⑶ ３

⑷ ４

⑸ ５

Ｎ

Ｓ

ＥＷ
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問題 4 法の要措置区域における詳細調査の目的として挙げられる次の記述のうち、もっとも不適当

なものはどれか。 

 

⑴ 目標土壌溶出量を超える汚染状態にある土壌の範囲及び深さを把握する調査 

⑵ 第二溶出量基準に適合しない汚染状態の土壌の範囲及び深さを把握する調査 

⑶ 汚染除去等計画の変更に伴う調査 

⑷ 試料採取等を行う深さが限定された土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区

域において実施措置を講ずるための調査 

⑸ 目標土壌溶出量を超えない汚染状態にある土壌による埋め戻しの後に目標地下水濃度を超

えないことを確認する調査 

 

 

問題 5 法の汚染の除去等の措置の実施に当たり、詳細調査において基準不適合土壌のある範囲及び

深さを把握する必要性がある措置として次に掲げるもののうち、もっとも不適当なものはどれ

か。 

 

⑴ 原位置不溶化 

⑵ 土壌汚染の除去 

⑶ 遮
しゃ

水工封じ込め 

⑷ 地下水汚染の拡大の防止 

⑸ 区域内土壌入換え 
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問題 6 下の図に示すように鉛及びその化合物の土壌溶出量基準不適合により法の要措置区域に指定

された土地において、地下水が北西から南東へ向かって流れている。措置完了条件を設定する

にあたり、環境省が公開している措置完了条件計算ツールを用いる。評価地点を下の図に示す

位置に設定した場合、当該計算ツールに入力する値を示した表中の⑴～⑸について、もっとも

適当なものはどれか。

なお、√2＝1.41、√3＝1.73、√5＝2.24とする。

選択肢 評価地点までの距離（ｍ） 基準不適合土壌の幅（ｍ） 基準不適合土壌の長さ（ｍ）

⑴ 14.1 40 40

⑵ 22.4 40 40

⑶ 22.4 56.4 42.3

⑷ 28.2 40 40

⑸ 28.2 56.4 42.3

Ｎ

Ｓ

ＥＷ

Ｓ
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問題 7 下の表に示す３つの特定有害物質の第二溶出量基準不適合により法の要措置区域に指定され

た土地において、いずれの特定有害物質についても地下水汚染が生じている。この要措置区域

に対して、すべての区域指定対象物質に共通して選択することができる実施措置の種類として、

正しいものはどれか。 

 

特定有害物質 
（区域指定対象物質） 

土壌の汚染状態 地下水汚染の
有無 第二溶出量基準 土壌含有量基準 

ベンゼン 

不適合 

－ 

あり ふっ素及びその化合物 適合 

ポリ塩化ビフェニル 
（ＰＣＢ） － 

 

⑴ 地下水汚染が生じている土地における地下水の水質の測定 

⑵ 第二溶出量基準に適合させた上で遮
しゃ

水工封じ込め 

⑶ 遮
しゃ

断工封じ込め 

⑷ 揚水施設による地下水汚染の拡大の防止 

⑸ 第二溶出量基準に適合させた上で不溶化埋め戻し 
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問題 8 下の平面図に示す土壌含有量基準不適合により法の要措置区域に指定された土地において、

舗装措置を講じた後に、駐車場として利用することを計画している。この措置に関する次のＡ

～Ｄについて、正誤の組み合わせとしてもっとも適当なものはどれか。

Ａ 舗装範囲は、要措置区域の平面範囲（30ｍ×40ｍ）から周囲50 cm以上余裕を持つこととす

る。

Ｂ アスファルトの舗装仕様は厚さ５cmとし、駐車場の一部は看板設置のため、厚さ５cmのコ

ンクリート舗装とする。

Ｃ 舗装措置完了後、土壌含有量基準不適合土壌が残ることから、要措置区域に指定されたま

まとなる。

Ｄ 駐車場として利用開始後、定期的に目視点検を行い、舗装のひび割れや損壊等がないこと

を確認する。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

⑴ 正 正 誤 正

⑵ 正 誤 正 正

⑶ 正 誤 誤 正

⑷ 誤 正 誤 誤

⑸ 誤 誤 正 誤

　30 m格子

　単位区画

　要措置区域

凡例

　30 m格子

　単位区画

　アスファルト舗装

　コンクリート舗装

10 m

　30 m格子

　単位区画

　アスファルト舗装

　コンクリート舗装

10 m

Ｎ

Ｓ

ＥＷ
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問題 9 ４つの単位区画Ａ〜Ｄが、それぞれ下の図に示すように土壌溶出量基準不適合により法の要

措置区域に指定され、地下水の水質の測定措置が講じられている。この土地は雨水浸透性を有

していない舗装により下の図のように被覆されている。当該被覆状態が維持され続ける場合、

今後の地下水の水質の測定結果に関わらず措置の完了を報告することができない単位区画とし

て次に掲げるもののうち、もっとも適当なものはどれか。

⑴ Ａ

⑵ Ｂ

⑶ Ｂ、Ｃ、Ｄ

⑷ Ｃ、Ｄ

⑸ Ｄ
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問題10 トリクロロエチレンの土壌溶出量基準不適合により指定された法の要措置区域において、透

過性地下水浄化壁（以下「浄化壁」という。）による地下水汚染の拡大の防止措置を講じた。

当該措置に関する次の記述のうち、もっとも適当なものはどれか。 

なお、この浄化壁の浄化原理は零価鉄による還元分解である。 

 

⑴ 浄化壁は、目標土壌溶出量を超える汚染状態の土壌が存在する範囲を要措置区域の地下水

下流側において確実に網羅できる位置に設置した。 

⑵ 効率的な浄化を図るため要措置区域外に浄化壁を設置し、土壌汚染の拡散が見込まれる範

囲について法第14条による指定の申請を行った。 

⑶ 地下水汚染が周辺に拡大することを確実に防止するため、浄化壁に用いる材料の透水係数

は周辺の帯水層の透水係数より小さくなるように設定した。 

⑷ 措置の効果を確認するために、１年に４回以上定期的に地下水調査を実施し、区域指定対

象物質及びその分解生成物の地下水濃度が目標地下水濃度（地下水基準の値ではない）を超

えていないことを確認した。 

⑸ 区域指定対象物質及びその分解生成物の地下水濃度が２年間以上継続して地下水基準に適

合することが確認されたので、実施措置の完了を報告できると判断した。 
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問題11 事業所の敷地の５か所の観測井において、過去10年間、毎年同じ時期に地下水の水位の測定

を実施したところ、測定結果に大きな変化はなく、図１と同様の地下水位等高線が得られた。

しかし、今年同じ時期に実施した水位の測定では、各井戸の相対的な水位の関係が過去の傾向

とは異なり、図２に示す結果となった。地下水位の状況が変化した原因に関する次の記述のう

ち、もっとも適当なものはどれか。

なお、図中の水位は標高で示しており、建屋外は舗装されており、過去10年間は土地の形質

の変更は行われていない。

図１ 例年の地下水位の測定結果とその結果に基づき作成された地下水位等高線

図２ 今年の地下水位の測定結果

Ｎ

Ｓ

ＥＷ

Ｎ

Ｓ

ＥＷ

Ｓ

ＥＷ
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⑴ 建屋下の地下配管からの排水等の漏洩 

⑵ 敷地の西側200ｍに位置する海の満ち潮 

⑶ 前日の集中豪雨 

⑷ 敷地の北側200ｍに位置する工場での地下水の揚水 

⑸ 敷地の東側200ｍに位置する工場での杭の打設工事
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問題12 地下水流向を推定する方法に関する次の記述のうち、もっとも不適当なものはどれか。 

 

⑴ 扇状地の不圧帯水層について、地形の勾配から推定した。 

⑵ １本の観測井の地下水位の時間変化を連続的に測定し、その変化傾向から推定した。 

⑶ 井戸にトレーサー物質を投入し、周囲にある観測井におけるトレーサー物質の濃度変化か

ら推定した。 

⑷ 文献調査により、その地域におけるおおむねの地下水流向を推定した。 

⑸ ４本以上の観測井において地下水位を測定し、水位等高線を作成して水位勾配から推定し

た。 
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原水槽 

問題13 下の図は、揚水した地下水中のテトラクロロエチレンを除去するための曝気処理設備を示し

たものである。地下水は鉄分を含み、高pHである。この設備は、原水槽、活性炭吸着槽、除鉄

槽、pH調整槽、曝気槽、ブロアーで構成されており、原水槽以外は下の図のＡ～Ｅのいずれか

に該当する。Ａ～Ｅの設備のうち、除鉄槽を示すものとして、適当なものはどれか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ Ａ 

⑵ Ｂ 

⑶ Ｃ 

⑷ Ｄ 

⑸ Ｅ 

  

地下水 

Ａ Ｂ Ｄ 

Ｃ 

Ｅ 

処理水 

処理ガス 

空気 

気体の流れ 

水の流れ 
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問題14 法の要措置区域において、掘削除去措置を講じようとしている。埋め戻し土壌に関する次の

Ａ～Ｅについて、正誤の組み合わせとしてもっとも適当なものはどれか。 

 なお、当該区域の指定に際して行った土壌汚染状況調査では、調査の省略や試料採取等深さ

の限定等は行っていない。また、当該要措置区域の汚染状態は、土壌溶出量、地下水濃度が基

準不適合、土壌含有量が基準適合である。措置の実施にあたっては、目標土壌溶出量及び目標

地下水濃度として、土壌溶出量基準及び地下水基準ではない値を設定している。 

 

Ａ 要措置区域内の土壌は、詳細調査の結果により目標土壌溶出量以下であることが確認でき

ていれば、埋め戻し土壌として利用できる。 

Ｂ 土壌汚染状況調査の対象地の土壌のうち、区域の指定を受けなかった土地の土壌は、試料

採取等を行うことなく、埋め戻し土壌として利用できる。 

Ｃ 要措置区域内に設置した土壌洗浄施設によるオンサイト浄化土壌は、100 m3 以下ごとに土

壌溶出量基準に適合していることを確認できなければ、埋め戻し土壌として利用できない。 

Ｄ 土壌汚染処理施設の浄化等済土壌を埋め戻し土壌として利用する場合、試料採取等を行う

必要はない。 

E 土壌汚染状況調査の対象地外からの搬入土壌を埋め戻し土壌として利用する場合、搬入土

壌の地歴調査結果に基づき、土壌汚染のおそれの区分に応じた頻度にて試料採取等を行わな

ければならない。 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

⑴ 正 正 正 誤 誤 

⑵ 正 正 誤 正 誤 

⑶ 正 誤 誤 正 正 

⑷ 誤 誤 正 誤 正 

⑸ 誤 誤 誤 正 正 
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問題15 法の原位置浄化措置の効果を確認するための地下水の水質の測定における分解生成物の量の

確認に関する次の記述のうち、もっとも不適当なものはどれか。 

 

⑴ 土壌ガス吸引は地下水の汚染の除去を目的としたものではないが、措置の実施が不十分で

あり不飽和帯に特定有害物質が残留した場合、地下水汚染が生じるおそれがあることから、

措置の効果の確認の最終回に分解生成物の測定を実施することが望ましい。 

⑵ エアースパージングは、措置の効果を得るために時間を要することから、措置の効果の確

認の最終回に分解生成物の測定を実施することが望ましい。 

⑶ 化学処理は積極的に分解する措置であることから、比較的短期間に分解が終わり、かつ、

分解生成物が生成しないことが明らかな場合、措置の効果の確認において分解生成物の測定

を実施しなくてもよい。 

⑷ 生物処理は積極的に分解を利用する措置であり、比較的長期間にわたり分解が継続するこ

とから、目標地下水濃度を超えないことを確認した後の措置の効果の確認期間（２年間）は

分解生成物の測定を実施しなければならない。 

⑸ 土壌洗浄は新たな分解生成物の濃度が問題となることはないが、措置の効果の確認の最終

回に分解生成物の測定を実施することが望ましい。 
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問題16 法の原位置浄化措置に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとしてもっとも適当な

ものはどれか。 

 

Ａ 鉛及びその化合物の土壌含有量基準不適合土壌に対しては、原位置浄化による措置を講ず

ることが認められていない。 

Ｂ 原位置分解による措置を計画する際には、事前に適用性を確認する必要がある。 

Ｃ 詳細調査の結果、ベンゼンによる地下水汚染が目標地下水濃度を超えない汚染状態であっ

た場合、原位置浄化後の水質測定は、目標地下水濃度を超えない汚染状態にあることを１回

確認すればよい。 

Ｄ 詳細調査の結果、ベンゼンによる地下水汚染が目標地下水濃度を超える汚染状態であった

場合、原位置浄化後の水質の測定は、目標地下水濃度を超えない状態が２年間継続すること

を確認した後に、措置の完了を報告できる。 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

⑴ 正 正 誤 正 

⑵ 正 誤 正 誤 

⑶ 誤 正 正 誤 

⑷ 誤 正 誤 正 

⑸ 誤 誤 正 正 
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問題17 下の図１のように、敷地内に鉛及びその化合物により法の指定を受けた形質変更時要届出区

域Ａとベンゼンにより指定を受けた形質変更時要届出区域Ｂが隣接する事業所がある。形質変

更時要届出区域Ｂの一部（図１の破線部）において、図２に示す地下水位を管理しつつ、地下

水の水質の監視を行いながら行う土地の形質の変更を行った。形質変更時要届出区域Ｂにおけ

る施行方法に関する記述のうち、もっとも不適当なものはどれか。

なお、両形質変更時要届出区域における地下水は、ベンゼン並びに鉛及びその化合物による

地下水汚染が確認されている。

                                      図１                       図２

⑴ 地下水濃度が鉛及びその化合物について第二溶出量基準相当の値を超過していたが、区域

指定対象物質であるベンゼンの土壌溶出量は第二溶出量基準に適合していたため、この施行

方法を採用した。

⑵ 土地の形質の変更を行う期間、掘削面より上位に水面がないことを目視で確認しながら施

行を行った。

⑶ 土地の形質の変更に伴い揚水した地下水は、ベンゼンのみを対象に監視し、水処理施設に

て適正処理した。

⑷ 土地の形質の変更を行う期間、ベンゼンの大気中濃度を監視した。

⑸ 土地の形質の変更後、観測井の水位が当該土地の形質の変更前の水位に収束したのを確認

した上で、当該観測井において鉛及びその化合物とベンゼンに係る水質の測定を行い、水質

の測定を終了した。
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問題18 法の要措置区域内における土地の形質の変更の禁止の例外とするための要件として示された

「地表から一定の深さまでに帯水層がない」旨の確認に係る手続きにおいて、確認を求める者

が都道府県知事に提出及び添付する次の資料⑴～⑸のうち、もっとも不適当なものはどれか。 

 

⑴ 地下水位を観測するための井戸を設置した地点及び当該地点に当該井戸を設置した理由 

⑵ 地下水位を観測するための井戸を設置する際に作成した地質柱状図 

⑶ 地下水位を観測する井戸が要措置区域の外側に設置されていることを示す位置図及び井戸

を含む現地の全景写真 

⑷ 地下水位のうち最も浅いものにおける地下水を含む帯水層を観測していることが分かる井

戸構造図 

⑸ 地下水位の季節変動があることを踏まえ、年間を通じて少なくとも３か月ごとに４回行っ

た地下水位の観測結果及び地下水位等高線図 
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問題19 下の図に示す臨海部のＡ～Ｆの埋立地のうち、法の臨海部特例区域の指定を受けることがで

きる可能性がある土地の組み合わせとして、正しいものはどれか。

なお、Ａ～Ｆの土地における地下水流向は、すべて同図に示すとおりである。

⑴ Ａ、Ｂ、Ｃ

⑵ Ａ、Ｃ

⑶ Ｂ、Ｃ、Ｄ

⑷ Ｅ、Ｆ

⑸ Ｄ、Ｅ、Ｆ
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問題20 法の認定調査に関する次の記述のうち、もっとも適当なものはどれか。 

 

⑴ 要措置区域から汚染土壌を搬出する者は、予め認定調査を実施し、その結果を汚染土壌の

搬出に着手する日の14日前までに都道府県知事に提出しなければならない。 

⑵ 認定調査は、掘削前調査、掘削中調査及び掘削後調査のうち、いずれかの方法により実施

しなければならない。 

⑶ 認定調査時地歴調査は、区域指定の日から30日以内に汚染土壌の搬出に着手する場合に限

り、その実施を省略することができる。 

⑷ 土壌汚染状況調査の全部を省略して指定された要措置区域から搬出する土壌は、認定調査

時地歴調査を実施することにより土壌汚染状況調査の追完を行うことなく認定調査の対象と

することができる。 

⑸ 第二溶出量基準不適合により指定された要措置区域において、認定調査の過程で第二溶出

量基準適合が明らかになった汚染土壌は埋立処理施設に搬出することができる。 
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問題21 下の図に示すように、汚染のおそれが生じた場所の位置が地表及び深さ2.2ｍで、鉛及びそ

の化合物の土壌溶出量の基準不適合により法の形質変更時要届出区域に指定された単位区画が

ある。この単位区画を含む土地において深さ6.4ｍまでの掘削工事を予定している。認定調査

により認定土壌の量を最大としたい場合、第二種及び第三種特定有害物質を対象とした試料採

取深さを示す⑴～⑸の図のうち、最低限必要となるものとして、もっとも適当なものはどれか。

    なお、当該単位区画において、区域指定の日から認定調査までの間、土壌の搬入や移動はな

く、また新たな土壌汚染のおそれは生じていないものとする。
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問題22 法の要措置区域において、詳細調査結果（図１）に基づき、土壌溶出量基準ではない目標土

壌溶出量及び地下水基準ではない目標地下水濃度を設定して掘削除去措置を行った。基準適合

土壌で埋め戻した後、当該措置の効果を確認するための地下水の水質の測定を行っている。措

置後の地下水濃度は地下水基準不適合かつ目標地下水濃度以下で推移している。この地下水の

水質の測定期間中に、措置実施範囲において深さ5.0ｍまで掘削して搬出することとなり、掘

削前認定調査を行う。図２の掘削前認定調査における試料採取深さＡ～Ｄに関する⑴～⑸につ

いて、もっとも適当なものはどれか。

なお、当該区域指定に係る土壌汚染状況調査では、試料採取等を行う深さを限定せず、都道

府県知事は当該措置の工事完了後、当該区域外からの土壌の搬入がないこと、土地の形質の変

更及び通常の管理行為、軽易な行為その他の行為による土壌の区域内移動がないことを確認し

ているものとする。

⑴ Ａでの試料採取は不要である。Ｂ、Ｃ、Ｄで試料を採取する。

⑵ Ａでの試料採取は不要である。Ｂ、Ｃで試料を採取する。Ｄは認定調査の対象とならない。

⑶ Ａ、Ｂでの試料採取は不要である。Ｃ、Ｄで試料を採取する。

⑷ Ａ、Ｂでの試料採取は不要である。Ｃで試料を採取する。Ｄは認定調査の対象とならない。

⑸ Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄは認定調査の対象とならない。
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問題23 法の要措置区域外へ搬出される下の表に示す汚染土壌について、汚染土壌処理施設へ運搬し、

処理する場合における次の記述のうち、もっとも不適当なものはどれか。 

 

搬出土壌の汚染状態 

 

 

 

 

 

⑴ 汚染土壌はフレキシブルコンテナ（内袋有）に封入し、運搬した。 

⑵ 汚染土壌のダンプ車による運搬は、搬出完了日から30日で完了した。 

⑶ 汚染土壌は、第二溶出量基準不適合土壌の処理が可能である浄化等処理施設（浄化（分解

－熱分解））にて処理した。 

⑷ 浄化等処理施設で処理された土壌について浄化確認調査を実施したところ、土壌溶出量基

準不適合が確認されたため、再処理汚染土壌処理施設へ搬入した。 

⑸ 汚染土壌の処理は、汚染土壌処理施設へ搬入された日から90日で完了した。 

  

トリクロロエチレン 水銀及びその化合物 

土壌溶出量基準不適合 

かつ第二溶出量基準適合 
第二溶出量基準不適合 

－ 土壌含有量基準不適合 
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問題24 法の自然由来等土壌構造物利用施設に関する次の記述のうち、もっとも適当なものはどれか。 

 

⑴ 受け入れ可能な汚染土壌は、シアン化合物と水銀及びその化合物に係る汚染土壌を除いた

すべての自然由来等土壌である。 

⑵ 受け入れた汚染土壌を対象に、浄化確認調査により、土壌汚染のないことを確認すれば、

法の規制を受けることなく、土壌の搬出が可能となる。 

⑶ 盛土材料としての性能を確保するために固化材や生石灰等を混合するときは、土質改良適

用可能性試験においてこれら資材の特定有害物質の含有量が確認できる安全データシート等

を添付しなければならない。 

⑷ 施設廃止後の土地の利用方法にあっては、利用しようとする事業者が維持管理方針を作成

のうえ、都道府県知事の承認を得なければならない。 

⑸ 当該事業を廃止した場合、主に自然由来特例区域として区域指定がなされることになる。 

 

 

 

問題25 法の要措置区域からの汚染土壌の運搬に関する次の記述のうち、もっとも不適当なものはど

れか。 

 

⑴ 運搬過程において、汚染土壌と基準に適合した土壌を混合することは認められていない。 

⑵ 運搬過程において、汚染土壌から岩やコンクリートくず、その他の物を分離することは認

められている。 

⑶ 要措置区域に一筆で、かつ隣接する単位区画であれば、汚染土壌の含水率を調整すること

は認められている。 

⑷ 複数の要措置区域から運搬された汚染土壌は、原則として要措置区域ごとに区分して運搬

しなくてはならない。 

⑸ 同一の汚染土壌処理施設へ運搬する場合は、複数の要措置区域からの汚染土壌であっても、

各々単独で受け入れられる汚染状態の土壌であれば、要措置区域ごとに区分して運搬しなく

てもよい。 
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問題26 法の目的に関する次の記述の   Ａ   ～   Ｃ   に入る語句として、正しいものの組み

合わせはどれか。 

 

    この法律は、土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及び   Ａ   に関

する措置を定めること等により、   Ｂ   、もって   Ｃ   を目的とする。 

 

選択肢 Ａ Ｂ Ｃ 

⑴ 
その汚染による人の健康に 

係る被害の防止 

土壌の特定有害物質による 

汚染の防止を図り 

国民の生活環境を保全する 

こと 

⑵ 
その汚染による人の健康に 

係る被害の防止 

土壌の特定有害物質による 

汚染の防止を図り 

国民の健康を保護すること 

⑶ 
その汚染による人の健康に 

係る被害の防止 

土壌汚染対策の実施を図り 国民の健康を保護すること 

⑷ 
その汚染の除去等 土壌の特定有害物質による 

汚染の防止を図り 

国民の健康を保護すること 

⑸ 
その汚染の除去等 土壌汚染対策の実施を図り 国民の生活環境を保全する 

こと 
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問題27 有害物質使用特定施設の使用を廃止した場合の調査（以下「法第３条第１項本文調査」とい

う。）に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 使用が廃止された特定有害物質を製造し、使用し、又は処理する施設に係る事業場の敷地

であった土地の所有者等は、当該土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況の調査（以下

「土壌汚染状況調査」という。）の結果を都道府県知事に報告しなければならない。 

Ｂ 土地の所有者等が期限内に土壌汚染状況調査の結果の報告を行うことができない特別の事

情があると認められるときは、都道府県知事は、当該土地の所有者等の申請により、その期

限を延長することができる。 

Ｃ 法第３条第１項本文調査の報告書には、土壌その他の試料の採取を行った地点及び日時、

当該試料の分析の結果を記載すれば足り、当該分析を行った計量法の登録を受けた者の氏名

又は名称は記載する必要はない。 

Ｄ 土壌汚染状況調査を行わなければならない土地を購入した当該土地の新たな所有者等は、

当該土地における土壌汚染状況調査を必ず実施しなければならない。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

⑴ 正 正 誤 誤 

⑵ 正 誤 誤 正 

⑶ 誤 正 正 誤 

⑷ 誤 誤 正 正 

⑸ 誤 誤 誤 正 
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問題28 土地の利用の方法からみて土壌の特定有害物質による汚染により人の健康に係る被害が生ず

るおそれがない旨の都道府県知事の確認（以下「法第３条第１項ただし書の確認」という。）

に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 法第３条第１項ただし書の確認を受けようとする土地の所有者等は、工場又は事業場の敷

地であった土地及び当該確認を受けようとする土地の場所を明らかにした図面を添付した申

請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

Ｂ 有害物質使用特定施設の使用が廃止された土地で、当該土地が引き続き工場又は事業場の

敷地として利用される場合は、法第３条第１項ただし書の確認を受けることはできない。 

Ｃ 小規模な事業場において有害物質使用特定施設の使用を廃止する場合であって、当該事業

場の設置者が事業の用に供されている建築物と同一の建築物に居住しており、かつ、引き続

き居住し続ける場合は、当該建築物の敷地の住居に係る部分についてのみ、法第３条第１項

ただし書の確認を受けることができる。 

Ｄ 法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の所有者等が当該確認に係る土地に関する権

利を譲渡した場合、その権利を譲り受けた者は、当該土地の所有者等の地位を承継した旨を

遅滞なく都道府県知事に届け出なければならない。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

⑴ 正 正 誤 正 

⑵ 正 誤 正 誤 

⑶ 正 誤 誤 正 

⑷ 誤 正 正 誤 

⑸ 誤 誤 正 正 
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問題29 法第３条第１項本文調査及び法第３条第１項ただし書の確認に係る土地の利用の方法の変更

等に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

⑴ 都道府県知事は、有害物質使用特定施設の使用の廃止の届出を受けた場合において、当該

有害物質使用特定施設を設置していた者以外に当該土地の所有者等があるときは、当該土地

の所有者等に対し、当該有害物質使用特定施設の使用が廃止された旨を通知する。 

⑵ 都道府県知事は、使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地で

あった土地の所有者等であって、当該有害物質使用特定施設を設置していた者が土壌汚染状

況調査の結果の報告を行わない場合には、その者に対し、相当の履行期限を定めて報告を行

うことを命ずることができる。 

⑶ 法第３条第１項ただし書の確認を受けた者は、当該確認に係る土地の利用の方法の変更を

したときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

⑷ 都道府県知事は、法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の利用の方法の変更に係る

届出を受けた場合において、当該変更後の土地の利用の方法からみて土壌の特定有害物質に

よる汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがないと認められないときは、当該確認

を取り消すものとされている。 

⑸ 法第３条第１項ただし書の確認に係る土地について、非常災害のために必要な応急措置と

して土地の形質の変更をし、又はさせるときは、あらかじめ、当該土地の形質の変更の場所

及び着手予定日等を都道府県知事に届け出る必要はない。 
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問題30 一定規模以上の土地の形質の変更が行われる場合の法の届出に関する次のＡ～Ｄについて、

正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 法第４条第１項の届出の対象となる土地の形質の変更をしようとする者は、当該土地の形

質の変更に着手する日の30日前までに都道府県知事に届け出なければならない。 

Ｂ 法第４条第１項の届出の対象となる土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所有

者等でない場合は、都道府県知事への届出書に当該土地の形質の変更の実施についての当該

土地の所有者等の同意書を添付しなければならない。 

Ｃ 現に有害物質使用特定施設が設置されている工場又は事業場の敷地において、土地の形質

の変更に係る部分の深さが50 ㎝未満であって、土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土

地の区域外へ搬出せず、かつ、土壌の飛散又は流出を伴わない土地の形質の変更を行う場合

であっても、当該土地の形質の変更に係る部分の面積が900 m2以上であるときは、都道府県

知事に届け出なければならない。 

Ｄ 都道府県知事は、法第４条第１項の届出を受けた場合において、当該土地が特定有害物質

によって汚染されているおそれがあると認めるときは、当該土地の所有者等に対し、土壌汚

染状況調査の結果を報告すべきことを命ずることができる。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 正 誤  

⑵ 正 正 誤 正  

⑶ 正 誤 誤 正  

⑷ 誤 正 正 誤  

⑸ 誤 誤 正 正  
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問題31 土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある土地の調査（法第５条第１項調査）に関する

次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 都道府県知事は、法第３条第１項ただし書の確認に係る土地であっても、土壌の特定有害

物質による汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがあると認めるときは、当該土地

の所有者等に対し、土壌汚染状況調査の結果を報告すべきことを命ずることができる。 

Ｂ 都道府県知事は、土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基準に適合しないこと

が明らかである土地について、当該土地の土壌の特定有害物質による汚染に起因して地下水

汚染が生ずることが確実であると認められ、かつ、当該土地に人が立ち入ることができる場

合には、土壌汚染状況調査の結果を報告すべきことを命ずることができる。 

Ｃ 都道府県知事は、土壌汚染状況調査の対象となる土地の範囲及び特定有害物質の種類につ

いて、当該土地もしくはその周辺の土地の土壌又は当該土地もしくはその周辺の土地にある

地下水の特定有害物質による汚染状態等を勘案し、人の健康に係る被害を防止するため必要

な限度において定める。 

Ｄ 都道府県知事は、過失がなくて土壌汚染状況調査及びその結果の報告を命ずべき者を確知

することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認められるときは、

その者の負担において、当該調査を自ら行うことができる。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 誤 誤  

⑵ 正 誤 正 正  

⑶ 正 誤 誤 正  

⑷ 誤 正 正 誤  

⑸ 誤 誤 正 正  
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問題32 法の要措置区域に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

⑴ 土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基準に適合し、土壌含有量基準に適合し

ない土地において、当該土地に人が立ち入ることができない場合であっても、当該土地の周

辺で地下水の飲用利用があり、法の技術的基準に適合する汚染の除去等の措置が講じられて

いないときは、要措置区域に指定される。 

⑵ 要措置区域の指定は、都道府県知事の公示により効力を発し、当該区域の解除は、都道府

県知事が当該区域について解除することを公示することにより効力を発する。 

⑶ 同一の調査契機で要措置区域に指定された区域の一部について、汚染の除去等の措置が行

われ、指定の事由がなくなったと認められた場合は、当該区域の一部について指定が解除さ

れる。 

⑷ 都道府県知事は、要措置区域内の土地の所有者等以外の者の行為によって当該土地の土壌

の特定有害物質による汚染が生じたことが明らかな場合であって、その行為をした者に汚染

の除去等の措置を講じさせることが相当であると認められ、かつ、これを講じさせることに

ついて当該土地の所有者等に異議がないときは、その行為をした者に対し、汚染除去等計画

を作成し、提出すべきことを指示する。 

⑸ 汚染除去等計画の提出をした者は、都道府県知事から期間の短縮の通知がない限り、30日

を経過した後でなければ、実施措置を講じてはならない。 
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問題33 法の形質変更時要届出区域に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

⑴ 形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする者は、当該土地の形質

の変更に着手する日の14日前までに、当該土地の形質の変更の種類、場所、施行方法及び着

手予定日等を都道府県知事に届け出なければならない。 

⑵ 形質変更時要届出区域のうち臨海部特例区域内で土地の形質の変更をした者は、土地の形

質の変更に係る記録をその作成の日から５年間保存し、かつ 、１年ごとに、当該期間中に

おいて行った当該土地の形質の変更の種類等を都道府県知事に届け出なければならない。 

⑶ 自然由来等形質変更時要届出区域内の自然由来等土壌を他の自然由来等形質変更時要届出

区域内の土地の形質の変更に自ら使用する場合であっても、都道府県知事に土地の形質の変

更を届け出なければならない。 

⑷ 土地の土壌の特定有害物質による汚染が専ら自然に由来するものとして一定の汚染状態に

係る要件に該当し、かつ、人の健康に係る被害が生ずるおそれがないものとして一定の立地

に係る要件に該当する場合、都道府県知事の確認を受けた施行管理方針を定めることにより、

形質変更時要届出区域内の土地の形質の変更の事前届出が不要となる。 

⑸ 形質変更時要届出区域が指定された際に、当該形質変更時要届出区域内においてすでに土

地の形質の変更に着手している者は、その指定の日から14日以内に、都道府県知事にその旨

を届け出なければならない。 
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問題34 法の要措置区域等の指定の申請に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正し

いものはどれか。 

 

Ａ 土地の所有者等は、土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況の調査を行った結果、当

該土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が基準に適合しないと思料するときは、都道府

県知事に対し、当該土地の区域について要措置区域等の指定をすることを申請しなければな

らない。 

Ｂ 土地の所有者等が要措置区域等の指定の申請を行う際には、当該土地に当該申請に係る所

有者等以外の所有者等がいるときは、あらかじめ、その全員の合意を得なければならない。 

Ｃ 土地の所有者等が要措置区域等の指定の申請を行う際には、指定調査機関に当該土地の土

壌の特定有害物質による汚染の状況について調査させなければならない。 

Ｄ 要措置区域等の指定の申請に当たっては、申請者が申請に係る土地の所有者等であること

を証する書類を添付しなければならない。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 正 誤  

⑵ 正 誤 誤 正  

⑶ 誤 正 正 誤  

⑷ 誤 正 誤 正  

⑸ 誤 誤 正 正  
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問題35 法の汚染土壌の搬出時の措置等に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正し

いものはどれか。 

 

Ａ 試験研究のために要措置区域等内の土地の土壌を当該区域外へ搬出する場合であっても、

都道府県知事に届け出なければならない。 

Ｂ 汚染土壌の搬出時の届出をした者は、その届出に係る事項を変更しようとするときは、そ

の届出に係る行為に着手する日の14日前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければな

らない。 

Ｃ 非常災害のために必要な応急措置として汚染土壌を要措置区域等外へ搬出した者は、都道

府県知事に届け出る必要はない。 

Ｄ 都道府県知事は、汚染土壌の特定有害物質による汚染の拡散の防止のため必要があると認

めるときは、運搬に関する基準に違反して汚染土壌の運搬を行った者に対し、相当の期限を

定めて、当該汚染土壌の適正な運搬及び処理のための措置を講ずべきことを命ずることがで

きる。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

⑴ 正 正 正 誤 

⑵ 正 誤 誤 正 

⑶ 誤 正 誤 正 

⑷ 誤 正 誤 誤 

⑸ 誤 誤 正 正 
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問題36 法の管理票に関する次のＡ～Ｄについて、正しいものの組み合わせはどれか。 

 

Ａ 汚染土壌を要措置区域等外へ搬出する者は、非常災害のために必要な応急措置として当該

搬出を行う場合及び汚染土壌を試験研究の用に供するために当該搬出を行う場合は、当該汚

染土壌の運搬を受託した者（以下「運搬受託者」という。）に対し、管理票を交付する必要

はない。 

Ｂ 汚染土壌の処理を受託した者は、当該処理を終了したときは、当該処理を委託した管理票

交付者に必要な事項を記載した管理票の写しを送付すれば足り、当該汚染土壌に係る運搬受

託者に当該管理票の写しを送付する必要はない。 

Ｃ 汚染土壌の処理を委託した管理票交付者は、その管理票の交付の日から100日以内に処理

受託者から必要な事項が記載された管理票の写しの送付を受けないときは、速やかに当該委

託に係る汚染土壌の処理の状況を把握し、その結果を都道府県知事に届け出なければならな

い。  

Ｄ 汚染土壌を要措置区域等外へ搬出しようとする者は、自然由来等形質変更時要届出区域間

又は飛び地間の土壌の移動に係る特例に基づき汚染土壌を他人に使用させる場合においては、

管理票を交付する必要はない。 

 

⑴ Ａ、Ｂ 

⑵ Ａ、Ｃ 

⑶ Ａ、Ｄ 

⑷ Ｂ、Ｃ 

⑸ Ｃ、Ｄ 
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問題37 法の指定調査機関に関する次のＡ～Ｄについて、正しいものの組み合わせはどれか。 

 

Ａ 指定調査機関の指定の更新の基準のうち技術的能力に係るものは、土壌汚染状況調査等を

実施するための必要な設備が設けられていることである。 

Ｂ 指定調査機関は、５年ごとに指定の更新を受けなければ、その期間の経過によって、その

効力を失う。 

Ｃ 指定調査機関は、土壌汚染状況調査等を行うことを求められたときは、正当な理由がある

場合を除き、遅滞なく、土壌汚染状況調査等を行わなければならない。 

Ｄ 指定調査機関は、土壌汚染状況調査等の結果を都道府県知事に報告した日から３年間、当

該土壌汚染状況調査等の業務に関する事項を記載した帳簿を備え付け、これを保存しなけれ

ばならない。 

 

⑴ Ａ、Ｂ 

⑵ Ａ、Ｃ 

⑶ Ｂ、Ｃ 

⑷ Ｂ、Ｄ 

⑸ Ｃ、Ｄ 

   



― 37 ― 

問題38 法の指定調査機関の土壌汚染状況調査等の業務に関する規程（以下「業務規程」という。）

に関する次のＡ～Ｄについて、正しいものの組み合わせはどれか。 

 

Ａ 指定調査機関は、業務規程を変更しようとするときは、環境大臣等に届け出なければなら

ない。 

Ｂ 指定調査機関は、業務規程において、土壌汚染状況調査等の実施手順に関する事項と土壌

汚染状況調査等の品質の管理の方針及び体制に関する事項をそれぞれ定めなければならない。 

Ｃ 指定調査機関は、複数の事業所を有する場合は、業務規程において、土壌汚染状況調査等

を行う主たる事業所の技術管理者の配置に関する事項を定めなければならない。 

Ｄ 指定調査機関は、業務規程において、技術管理者による土壌汚染状況調査等に従事する他

の者の監督に関する事項又は土壌汚染状況調査等に従事する者の教育に関する事項を定めな

ければならない。 

 

⑴ Ａ、Ｂ 

⑵ Ａ、Ｃ 

⑶ Ｂ、Ｃ 

⑷ Ｂ、Ｄ 

⑸ Ｃ、Ｄ 
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問題39 法の技術管理者に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

⑴ 技術管理者試験に合格した者は、技術管理者証の交付を受けた日から指定調査機関におい

て技術管理者の業務に従事することができる。 

⑵ 技術管理者試験に合格した者であって、土壌の汚染の状況の調査に関し地質調査業の技術

上の管理をつかさどる者と同等以上の知識及び技術を有すると認められる者は、技術管理者

証の交付を受けることができる。 

⑶ 環境大臣は、技術管理者証の交付を受けた者が法又は法に基づく命令の規定に違反したと

き、技術管理者証の返納を命ずることができる。 

⑷ 技術管理者証を失った者は、技術管理者証の更新の申請書にその旨を記載し、更新講習を

修了した旨の証明書及び戸籍の謄本若しくは抄本又は本籍の記載のある住民票の写しを添付

して、これを環境大臣に提出することにより、技術管理者証の更新を受けることができる。 

⑸ 技術管理者証の交付を受けようとする者は、技術管理者試験に合格した日から３年以内に

申請しなければならない。 
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問題40 法の指定調査機関及び技術管理者に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして適

当なものはどれか。 

 

Ａ 指定調査機関は、分割された調査の一部のみを請け負った場合においても、監督をする技

術管理者の選任を行い、その範囲内における当該技術管理者の監督の状況についても帳簿に

記録する必要がある。 

Ｂ 先に調査を行った指定調査機関は、後の調査を行う指定調査機関から、自らが請け負った

業務範囲の内容について疑義の照会等があった場合、発注者の承諾の下にできる限り協力す

ることが求められる。 

Ｃ 地歴調査結果、試料採取等を行う位置等の選定及び土壌汚染状況調査結果の評価について

は、他の者が実際の作業を行う場合であって、当該他の者が技術管理者であるときは、選任

された技術管理者自身が内容を確認する必要はない。 

Ｄ 技術管理者の要件とされている土壌の汚染の状況の調査に関する実務経験には、我が国に

おいて、法で定める特定有害物質を１物質以上含む土壌汚染の調査について、土壌等の試料

の採取や測定・分析といった一部の調査の作業の経験も該当する。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 誤 誤  

⑵ 正 誤 正 正  

⑶ 正 誤 正 誤  

⑷ 誤 正 誤 誤  

⑸ 誤 誤 正 正  
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問題41 ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）に関する次の記述のうち、誤って

いるものはどれか。 

 

⑴ 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、国又は地方公共団体が実施するダイオキシ

ン類による環境の汚染の防止又はその除去等に関する施策に協力しなければならない。 

⑵ ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準は1,000 pg-TEQ/g以下である。 

⑶ ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準は、廃棄物の埋立地その他の場所であっ

て、外部から適切に区別されている施設に係る土壌には適用しない。 

⑷ 都道府県知事は、土壌の汚染の状況がダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準を

満たさない地域であって、人が立ち入ることができる地域をダイオキシン類土壌汚染対策地

域として指定することができる。  

⑸ ダイオキシン類対策特別措置法における特定施設の設置者は、当該施設が設置されている

土地の土壌のダイオキシン類による汚染の状況を測定し、その結果を記録し、これを保存し

なければならない。 
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問題42 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和45年法律第139号。以下「農用地土壌汚染防

止法」という。）に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 農用地土壌汚染防止法における特定有害物質には、カドミウム及びその化合物、鉛及びそ

の化合物、砒
ひ

素及びその化合物が定められている。 

Ｂ 農用地土壌汚染対策地域の指定要件の一つは、人の健康保護の観点から、その地域内の農

用地において生産される米に含まれる砒
ひ

素の量が基準を超えると認められることである。 

Ｃ 都道府県知事は、農用地土壌汚染対策地域を指定したときは、農用地土壌汚染対策計画を

定めなければならない。 

Ｄ 都道府県知事は、農用地の土壌の特定有害物質による汚染の状況を常時監視し、その結果

を環境大臣に報告しなければならない。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 誤 誤  

⑵ 正 誤 正 誤  

⑶ 誤 正 正 誤  

⑷ 誤 正 誤 正  

⑸ 誤 誤 正 正  
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問題43 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という。）

に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

⑴ 廃棄物処理法における産業廃棄物とは、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、

汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める廃棄物、及び輸入さ

れた廃棄物をいう。 

⑵ 廃棄物処理法では、事業者は自らの責任において廃棄物を適正に処理しなければならない

とされている。 

⑶ 汚泥は安定型最終処分場、管理型最終処分場、遮
しゃ

断型最終処分場のいずれでも埋立処分す

ることができる。 

⑷ 事業者は、その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業場の中において、自ら当該産業廃

棄物の保管を行おうとするときは、あらかじめ、都道府県知事に届け出る必要はない。 

⑸ 事業者は、産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合に交付する産業廃棄物管理票

の写しを当該交付をした日から５年間保存しなければならない。 
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問題44 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）に関する次の記述のうち、誤っているものはどれ

か。 

 

⑴ 水質汚濁防止法における公共用水域とは、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に

供される水域及びこれに接続する公共溝渠
こうきょ

、かんがい用水路その他公共の用に供される水路

をいう。 

⑵ 有害物質使用特定施設の設置の届出をした者は、当該施設の使用の方法等の変更をしよう

とするときは、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

⑶ 排出水を排出する者は、その汚染状態が当該特定事業場の排水口において水質環境基準に

適合しない排出水を排出してはならない。 

⑷ 有害物質使用特定施設を設置している者は、当該有害物質使用特定施設について、有害物

質を含む水の地下への浸透の防止のための構造、設備及び使用の方法に関する基準を遵守し

なければならない。 

⑸ 貯油施設等を設置する工場等の設置者は、当該貯油施設等の破損その他の事故が発生し、

油を含む水が公共用水域に排出されたことにより生活環境に係る被害を生じるおそれがある

ときは、ただちに油を含む水の排出防止のための応急措置を講ずるとともに、すみやかに事

故の状況及び講じた措置の概要を都道府県知事に届け出なければならない。 
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問題45 環境基本法（平成５年法律第91号）及び土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第

46号）に関する次のＡ～Ｄについて、正誤の組み合わせとして正しいものはどれか。 

 

Ａ 政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動及び悪臭に係る環境上の条件

について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望

ましい基準を定めるものとされている。 

Ｂ 土壌の汚染に係る環境基準に定められている項目には、カドミウム、鉛、六価クロム、砒
ひ

素、ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）及び銅が含まれる。 

Ｃ 土壌の汚染に係る環境基準において検液中に検出されないこととは、検液を定められた測

定方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

Ｄ 土壌の汚染に係る環境基準は、汚染が専ら自然的原因によることが明らかであると認めら

れる場所の土壌についても適用される。 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ  

⑴ 正 正 正 誤  

⑵ 正 誤 誤 正  

⑶ 誤 正 正 誤  

⑷ 誤 誤 正 正  

⑸ 誤 誤 誤 正  

 

 

 

 

 


